
薪の広場支援事業実施要領 

 

令和６年４月１日 県流第８３号 林政部長通知 

一部改正  令和７年３月３１日 県流第８０７号 林政部長通知 

 

第１ 趣旨 

県内の森林資源の有効活用を促進し、安定的な薪の供給体制の整備を図るため、薪の生産に必要な

施設整備等に対して支援する。 

その取扱は、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）、岐

阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱（平成１８年４月１日付け林第７号林政部長通知。以下「要

綱」という。）、岐阜県林政部所管補助金等確認要領（平成１８年４月１日付け林第６５号林政部長通

知。以下「確認要領」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

第２ 補助事業者 

本事業の補助事業者は、要綱別表第１に定める者とする。 

 

第３ 補助対象経費 

本事業の補助対象経費は、要綱別表第１に定める経費とする。 

 

第４ 補助率等 

補助対象事業費の１／２以内とし、補助対象事業は３，０００千円を上限とする。 

ただし、補助金額は１，０００千円を上限とする。 

 

第５ 補助要件等 

本事業の補助要件は次のとおりとする。 

１ 県産材の薪を生産し、販売することに努めるものとする。 

２ 施設導入３年後の薪の販売量が、施設導入前の１．３倍以上の計画であること。 

 

第６ 事業計画書の提出 

１ 補助事業者は、事業計画書（様式第１号）を作成し、所管する農林事務所長（以下「所長」という。）

に提出する。 

２ 事業計画書には様式に定める書類を添付すること。 

３ 所長は、提出された事業計画書の内容を審査し、これを適当と認めた場合は、補助事業者に事業計

画の承認（様式第２号）を通知する。 

  なお、承認に当たり、所長はあらかじめ県産材流通課長（以下「課長」という。）に協議する。 

４ 所長は、前項の承認を行った場合は、その旨を課長に報告する。 



第７ 事業の内示 

１ 課長は、第６第４項に基づく報告があった場合は予算の範囲内で補助予定額を決定し、これを所長

へ通知する。 

２ 所長は、通知を受けた補助金の額に基づいて補助金の額を補助事業者へ通知する。 

 

第８ 補助金の交付申請 

補助事業者は、所長から補助金の内示を受けたときは、規則第４条及び要綱第４条により補助金交付

申請書（要綱別記様式第１号）に事業計画書（様式第１号の２）及び収支予算書（要綱別記様式第２号）

を添付して所長に提出する。 

 

第９ 補助金の交付決定 

所長は、補助事業者から補助金交付申請書の提出を受けたときは、補助金交付申請書の内容を確認

し、補助金の交付決定（様式第３号）を通知する。 

 

第１０ 事業計画の変更 

１ 重要変更 

（１）補助事業者は、計画書に記載されている事項に重要な変更（要綱第５条３項）が生じた場合は、

速やかに事業変更計画書（様式第１号）を作成し、所長に提出する。 

（２）所長は、前号の提出を受けたときは、その内容を審査し、これを適当と認めた場合は、事業変更計

画の承認について課長に協議する。 

（３）課長は、前号の協議を受け、内容が適当と認められるときは、必要に応じて、第７第１項の規定に

準じて補助予定額を決定し、所長に通知する。 

（４）所長は、前号の通知を受けたときは、事業変更計画の承認とともに補助予定額を補助事業者に通

知する。 

（５）補助事業者は、前号の通知を受けたときは、変更承認申請書（要綱別記第３号様式）に事業変更計

画書（様式第１号の２）を添えて所長に提出する。 

（６） 所長は、前号の提出を受けたときは、第９の規定に準じて補助金の額を決定し、補助事業者に通

知する。 

変更後の事業は原則として承認を受けた後着手する。 

２ 軽微変更 

補助事業者は、軽微な変更（要綱第５条第２項）が生じた場合は、所長に軽微変更届（様式第４号）

を提出する。 

ただし、第９により補助事業者に通知された補助金額の増額の場合、所長は、前項第２号及び第３

号の規定に準じて補助予定額の変更を行う。 

 

第１１ 事業着手の制限 

事業の着手は、原則として交付決定に基づき行う。ただし、当該年度においてやむを得ない事情に

より交付決定前に着手する必要がある場合には、補助事業者はあらかじめその旨を具体的に明記し



た交付決定前着手届（様式第５号）を所長に提出する。 

 

第１２ 実績報告 

１ 補助事業者は、事業が完了したときは、要綱第８条に定める実績報告書（要綱別記様式第６号）に

事業実績書（様式第６号）及び収支決算書（要綱別記様式第９号）を添付し所長に提出するものとす

る。 

２ 実績報告書の提出を受けた所長は、確認要領に基づき当該事業の執行状況の確認を行う。 

 

第１３ 額の確定 

所長は、第１２第２項の確認の結果、事業内容が適正であると認めたときは、規則第１４条により

額の確定（様式第７号）を行い、補助事業者へ通知する。 

 

第１４ 実施状況報告等 

所長は、確認結果等に基づき、当該年度の３月末日までに事業実績報告書の写し及び完成写真を添

えて課長へ提出する。 

 

第１５ 施設の維持管理 

補助事業者は、施設の維持管理の状況を明確にするため、施設財産の種類、所在、構造、規模、価

格、取得年月日などを記載した施設財産台帳を備え、適正に管理するとともに、常に良好な状態で維

持することに努めること。 

 

第１６ 達成状況報告 

補助事業者は、施設導入後の翌年度から３年間、毎年５月末までに事業達成状況報告（様式第８号）

を所長へ提出すること。 

所長は、その報告の内容を確認し課長へ報告すること。 

 

第１７ 財産処分の制限 

１ 移転等に伴う手続き 

補助事業者は、施設の移転又は主要機能の変更を伴う増築、改築、模様替え等（以下「移転等」と

いう。）をしようとするときは、あらかじめ、所長と協議（様式第９号）し、指示を受けてから実施

する。 

補助事業者は、移転等を完了したときには所長に報告（様式第９号）すること。 

２ 譲渡等に伴う手続き 

補助事業者は、施設を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供

し又は取壊しをしようとするときは、あらかじめ所長に協議した後、財産処分申請書（様式第１０

号）を所長に提出し、その承認を受けなければならない。この場合において、承認基準は、「補助事

業により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承認基準について」（平成 20 年 5 月 23 日 20

経第 385号農林水産省大臣官房経理課長通知）を準用するものとし、前記基準中の「農林水産大臣」



を「所長」、「国庫」を「県」と読み替える。ただし、「減価償却資産の耐用年数などに関する省令」

（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間又は農林水産大臣が定

める期間を経過したものについては、処分をしようとする日の 7日前までに、財産処分報告書（様式

第１１号））を所長に提出すること。 

 

第１８ 書類、帳簿等の整備及び保管 

補助事業者は、補助事業に係る経費及び処理経過が明確にわかるよう当該事業の経理に係る書類等

を補助事業完了後５年間保存する。 

 

 

附 則 

この要領は、令和６年度予算に係るものから適用する 

 

  附 則 

 この要領は、令和７年３月３１日から施行し、令和７年度事業から適用する。 

 



（様式第１号） 

 

  第   号  

   年  月  日  

 

  農林事務所長 様 

 

補助事業者 

 

 

 

年度薪の広場支援事業（変更）計画書 

 

 

このことについて、薪の広場支援事業実施要領第６（第１０第１項）の規定により事業（変更）計画

書を提出します。 

 

 

 

 

  



（様式第１号の２） 

 

薪の広場支援事業（変更）計画書 

 

補
助
事
業
者 

補助事業者名  

所在地 

〒 

 

 

施設設置場所  

導
入
施
設 

施設名称  

導入予定時期     年  月 

補助対象事業費 

※１ 
           円 

（税込） 

（税抜） 

補助金額            円 

現
状 

導入前年の 

薪販売量※２ 
       層積㎥ 

主な販売先  

目
標 

販売量の計画 

 
導入後１年目 

（   年） 

導入後２年目 

（   年） 

導入後３年目 

（   年） 

目標 

（計画） 

 

 

層積㎥ 

 

 

層積㎥ 

 

 

層積㎥ 

※１ 補助事業者が免税事業者又は簡易課税事業者の場合は税込、一般税事業者の場合は税抜価格を記入する。 

※２ 薪の販売量は１層積㎥＝0.625㎥＝45束で計算することとする。 

 

添付資料 

 １．導入施設の図面、写真等 

 ２．導入施設の位置図 

 ３．事業費の根拠となる見積書等 

４．導入前年の薪生産量が確認できる書類（出荷伝票、納品伝票等） 

 

  



（様式第２号） 

 

  第   号  

   年  月  日  

 

補助事業者 様 

 

 

  農林事務所長 

 

 

   年度薪の広場支援事業計画の（変更）承認について 
 

 

   年  月  日付け  第   号で申請のあった   年度薪の広場支援事業計画書を承

認します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（様式第３号） 

 

  第   号  

   年  月  日  

 

補助事業者 様 

 

 

  農林事務所長 

 

 

   年度森林・林業対策事業補助金の交付決定について（通知） 
 

 
   年 月 日付け 第  号で申請のあった  年度森林・林業対策事業補助金については、岐阜

県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第５条第１項の規定により、次のとおり交付するこ
とに決定したので、同規則第７条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、   年 月 日付けで申請（以下

「申請書」という。）のあった事業とし、その内容は申請書の記載のとおりとする。 

 

２ 補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された

場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとす

る。 

 

事 業 名 薪の広場支援事業 

補助事業に要する経費            円 

補 助 金 の 額                      円 

 

３  補助事業に要する経費の配分及びこの配分された経費の額に対応する補助金の額の区分は、申請書

記載のとおりとする。 

 

４  補助事業者は、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号。以下「規則」という。）、岐

阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱（平成１８年４月１日付け林第７号。以下「要綱」という。）、

薪の広場支援事業実施要領（令和６年４月１日付け県流第８３号林政部長通知。以下「要領」という。）

及びその他関係通知に従わなければならない。 

 

５  補助金交付の条件は、前記４に定めるもののほか、次のとおりとする。 

（１） 補助事業者は、補助事業に要する経費の配分の変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしよ

うとする場合には、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

（２） 補助事業者は、補助事業の内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をしようとする場合

は、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

（３） 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとする場合は、あらかじめ知事の承認を受けなけ

ればならない。  

（４） また、補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難とな



った場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。  

（５） 補助事業者は、補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出に

ついての証拠書類又は証拠物を補助事業終了の翌年度から起算して５年間整理保管しておかなけ

ればならない。 

（６） 補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相

当額が明らかな場合は、これを減じて申請しなければならない。ただし、消費税相当額が明らかで

ないため、消費税等相当額を含めて申請した各事業主体については、次の条件に従わなければなら

ない。 

    ア 補助事業者は、実績報告を行うに当たって、上記の各事業主体について当該補助金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければ

ならない。 

    イ 補助事業者は、実績報告の提出後に、消費税及び地方消費税の申告により上記の間接補助事業者

について当該補助金に係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記

アにより減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報

告するとともに、知事の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。 

    ウ イによる報告は、実績報告を提出した年度の６月１５日までに行うものとする。ただし、当該補

助金に係る消費税仕入控除税額が確定していない場合には、翌年度の６月１５日までに報告する

ものとする。 

（７）  知事は、補助事業者が知事の付した条件に違反した場合は、補助事業者に対して補助金の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことがある。 

  



（様式第４号） 

 

  第   号  

   年  月  日  

 

  農林事務所長 様 

 

補助事業者 

 

 

 

軽微変更届 
 

 

   年度薪の広場支援事業について、下記のとおり計画を変更したので、届出（報告）します。 

 

記 

 

 

変更内容 

 

 

 

 

 

 

変更理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業費 

 

 

 

 〔変更前〕        円 

 

 〔変更後〕        円 

 

 

※必要に応じて事業計画書（様式第１号の２）を添付すること。 

 

 

  



（様式第５号） 

 

  第   号  

   年  月  日  

 

  農林事務所長 様 

 

補助事業者 

 

 

 

補助金交付決定前着手届 

 

 

     年度薪の広場支援事業について、下記のとおり補助金交付決定前に着手したいので、別記

誓約条項を付して届出（報告）します。 

 

 

記 

 

着手予定年月日      年  月  日 

完了予定年月日      年  月  日 

 

補助金交付決定前 

着手の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 誓約条項 

１ 補助金交付決定を受けるまでの期間に天災、地変等の事由によって実施した事業に損失を生じた

場合、これらの損失は事業主体が負担する。 

２ 補助金交付決定を受けた補助金額が交付申請額に達しない場合においても異議がない。 

３ 当該事業については、着手から補助金交付決定を受ける期間内においては、計画の重要変更は行

わない。 

 

  



（様式第６号） 

薪の広場支援事業実績書 

 

補
助
事
業
者 

補助事業者名  

所在地 

〒 

 

 

施設設置場所  

導
入
施
設 

施設名称  

導入時期     年  月  日 

補助対象事業費 

※１ 
           円 

（税込） 

（税抜） 

補助金額            円 

現
状 

導入前年 

薪販売量※２ 
     層積㎥ 

主な販売先  

目
標 

販売量の計画 

 
導入後１年目 

（   年） 

導入後２年目 

（   年） 

導入後３年目 

（   年） 

目標 

（計画） 

 

 

層積㎥ 

 

 

層積㎥ 

 

 

層積㎥ 

※１ 補助事業者が免税事業者又は簡易課税事業者の場合は税込、一般税事業者の場合は税抜価格を記入する。 

※２ 薪の販売量は１層積㎥＝0.625㎥＝45束で計算することとする。 

 

添付資料 

 １．導入施設の写真等 

 ２．事業費の根拠となる納品書等 

 

  



（様式第７号） 

 

  第   号  

   年  月  日  

 

補助事業者 様 

 

 

  農林事務所長 

 

 

   年度森林・林業対策事業費補助金の額の確定について（通知） 

 

 

    年  月  日付け 第  号で交付決定した   年度森林・林業対策事業費補助金につい

ては、岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規則第８号）第１４条の規定により、下記のとおり補

助金額を確定したので通知します。 

 

記 

 

１ 事  業  名  薪の広場支援事業 

 

２ 確定補助金額  金         円 

 

 

  



（様式第８号） 

 

  第   号  

   年  月  日  

 

  農林事務所長 様 

 

補助事業者 

 

 

 

薪の広場支援事業達成状況報告書 

 

 

このことについて、薪の広場支援事業実施要領第１６の規定により報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（様式第８号の２） 

 

薪の広場支援事業 達成状況報告書 

 

 

目
標
及
び
実
績
量 

報告年度    年度（導入  年目） 

販売量の目

標及び実績

量※ 

 導入前年 

（   年） 

導入後１年目 

（   年） 

導入後２年目 

（   年） 

導入後３年目 

（   年） 

目標 
  

層積㎥ 

 

層積㎥ 

 

層積㎥ 

実績 
 

層積㎥ 

 

層積㎥ 

 

層積㎥ 

 

層積㎥ 

 

※ 薪の販売量は１層積㎥＝0.625㎥＝45束で計算することとする。 

 

 

 

  



（様式第９号） 

 

第    号 

年  月  日 

 

  農林事務所長 様 

 

補助事業者 

 

 

 

施設の移転（増築・改築・模様替え）協議（報告）書 

 

   年度薪の広場支援事業により取得した施設について、下記のとおり増築・改築・模様替えした

（い）ので協議（報告）します。 

 

記 

 

１ 事業主体（管理主体） 

 

２ 増築・改築・模様替えの理由 

 

３ 増築・改築・模様替えの内容 

 

（１）取得機械施設 

取得 

年月日 

設置場所 

（住所） 

事業内容 事業費 

（千円） 
備考 

導入施設 品名・規格 事業量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）増築・改築・模様替え機械施設 

増築・改築・模様

替えの時期 

設置場所 

（住所） 

事業内容 事業費 

（千円） 
備考 

導入施設 品名・規格 事業量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）増築・改築・模様替え前後の写真、平面図、位置図等を添付のこと。 

   備考欄には耐用年数等を記入のこと。  



（様式第１０号） 

 

第    号 

年  月  日 

 

  農林事務所長 様 

 

補助事業者 

 

 

 

財産処分承認申請書 

 

   年度薪の広場支援事業により取得した（又は効用の増加した）財産について、岐阜県補助金等交

付規則第２１条の規定に基づき、下記のとおり処分したいので、薪の広場支援事業実施要領第１７第２

項の規定により、承認申請します。 

 

記 

 

１ 処分の理由及び今後の利用方法等 

 （１）処分を行う理由 

 

 （２）今後の利用方法（処分区分） 

        （注）今後の利用方法等、具体的に記述すること。 

 

 

２ 処分の対象財産 

（１） 事業実施主体 

 

（２） 財産の名称、補助事業名、所在、型式、数量 

 

（３） 事業費、補助金額、補助率 

 

（４） 耐用年数（処分制限期間）、経過年数 

 

 （５）現況図面又は写真（添付） 

 

 



３ 処分予定年月日 

 

 

４ その他参考資料 

（注１）財産処分により収益が見込まれる場合には、収益の内容がわかる資料を添付すること。 

（注２）処分区分の欄に掲げる「目的外使用」、「補助事業を中止する場合」で、損失補償金を受ける場合に

は、次の資料を添付すること。 

①補償契約書等の写し 

②取壊し等の工事概要、事業費（予定） 

（注３）処分区分の欄に掲げる「譲渡」のうち「有償」又は「貸付け」のうち「長期間（１年以上）の貸付

け」で、備考欄を適用する場合には、次の資料を添付すること。 

（法人化に伴う場合） 

①法人化に係る計画書 

②新設法人への財産処分（承継）計画書 

③発起人名簿又は定款案（新設法人の組合員、社員又は役員であることが確認できるもの） 

（収益力向上を図る場合） 

①事業計画書（収支計画の対比ができるもの） 

②株主構成表（株主の保有率が確認できるもの） 

 

  



（様式第１１号） 

 

第    号 

年  月  日 

 

  農林事務所長 様 

 

補助事業者 

 

 

 

財産処分報告書 

 

 

   年度薪の広場支援事業により取得した財産について、下記のとおり処分したいので、薪の広場支

援事業実施要領第１７第２項ただし書きの規定により報告します。 

 

記 

 

１ 処分の理由及び今後の利用方法等 

 （１）処分を行う理由 

 （２）今後の利用方法（処分区分） 

    

 

２ 処分の対象財産 

 （１）事業実施主体 

 （２）財産の名称、補助事業名、所在、型式、数量 

 （３）事業費、補助金額、補助率 

 （４）耐用年数（処分制限期間）、経過年数 

 （５）現況図面又は写真（添付） 

 

 

３ 処分予定年月日 

 

 


